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視 点

平和指数は希望指数 
－南北首脳会談がもたらした一つの土産－

No.141 2000年７月

朝鮮半島をめぐる南北会談は､20世紀最後の年にあって、歴史の1ページをめ

くる音が聞こえそうな臨場感を、世界の人々に与えてくれた。この会談をめ

ぐる報道では、韓国のマスコミが当事者の気持ちを伝える上で貴重なメディ

アだが、その一つ韓国中央日報は毎日『平和指数』を載せている。

記事によれば、『中央日報は韓民族の平和と統一の念願を盛り込んだ「韓半

島平和指数」を公開する。韓半島平和指数とは南北間の政治・経済・軍事・

社会・文化などあらゆる分野において、韓半島平和に影響を及ぼす事件を毎

日分析、計量化して平和の程度を数値として表したものだ。韓半島の平和関

連事件を約300個のキーワードで分析、15種類に類型化し、その類型によって

加重値を付与した後、トータルして平和指数を算出する』というのだ。日々

国内外で起こっている平和関連「事件」を、キーワードで分析し、の数値補

正をした上で、平和指数は毎日発表される｡

例えばこの指数による週間動向を見ると、『分断以来最初の南北首脳会談（6

月13～15日）で、平和指数が急騰した一週間。週間平均は12.1に達した。13

日異例の金正日国防委員長の空港出迎え、14日両首脳のマラソン単独会談

で、14まで上昇した。引き続き、15日の歴史的な共同宣言の発表と金委員長
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の対南誹謗中止命令で32に急上昇、16日にも韓国の対北朝鮮放送禁止と白

リョン島近海漂流漁船の即時帰還など、南北和解が本格化し、22を記録し

た。』となっている。次の週の週間平均はさらに高まり14.9に達した。

『19、20日は、南北赤十字会談開催確定・金正日（キム・ジョンイル）国防

委員長の肥料支援に対する感謝表示確認、北側からの外部官僚の北朝鮮訪問

再許可、南側からの対米「北朝鮮テロ支援国解除要請」などにより、22、23

の高い平和指数を記録した。しかし、チョ・ソンテ国防長官の「主敵」概念

変更不可発言で、24日にはマイナス－6に急落、平和指数の不安定性も見せ

た。』となる。ちなみに指数は次の表をもとに計られる。

経済的、軍事的な支援（－は敵対的行為）は値が高く、文化的交流や、口頭

でのやりとりは値が低い。例えば、北朝鮮の少年芸術団のソウル訪問が決

まったから6点、北朝鮮が韓国の政党を非難したから－1点、この日はプラス

マイナス（6－1）5点という訳だ。毎日の出来事を15項目の換算表にあわせ

て、指数を算出する。週毎には週間平均指数がでる。事件を計量化すること

なんてできるの、という疑問もありそうだが、｢平和｣を指数化するというこ

の発想はなんともユニークである。

しかもこの平和は、一般的、普遍的平和ではない。きわめて現実的で、人び

との（少なくとも民族の）希望を表現している。「平和指数」が高まれば、

それだけ平和の配当が増加する。「平和指数」は、安全保障上、アジアの安

定に貢献するだけでなく、アジア経済の発展に大きく寄与することも忘れて

はなるまい。

もう一つの特徴は、世界でもっとも難しい課題である「平和」を大変わかり

やすく翻訳したのものであることだ。朝鮮半島統一の目標（平和統一）と最

悪の結果（全面戦争）を両極にとり、事件がプラスに働くのかマイナスに働

くのか、今日の位置と動きが誰にもわかるようにはっきり示される。目標と

の距離も明確だ。政治家の言動は、この指数で計られるため、「本意ではな
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い」という猫だましは通用しない。これだけでも、政治の透明性が格段に進

むのではないか。

ひるがえって日本の政治、経済、社会を見ると不透明、混濁に汚染されつづ

けている。わかりにくさがあたりまえになってしまった｡政治、経済、安全保

障、環境、年金、医療、介護、教育、いじめ、雇用等等々、何をとっても、

あまりにわかりにくいのが日本の現状なのだろうか。「居並ぶ有識者たち

は、誰も納得できる答えを示してくれなかった｡」ことがあまりに多すぎる。

しかし、不透明さが続く限り、将来への姿が見えにくくなるばかりでな

く、21世紀への不安ばかりが増大していく。そこで、人のせいばかりにせ

ず、私たち自身も自らの現状をより明らかに映し出し、「平和指数」のよう

に、将来の希望の方向に進むような「指数」を出せないものだろうか。

生活環境改善のための「環境指数」。将来の社会をうかがう上で不可欠な

「福祉経済指数」。よりよいコーポレートガバナンスをめざして、労働組合

や従業員の参加度を示す「パートナーシップ指数」。高齢化、少子化等の社

会構造の変化の中で求められる「連帯指数」。さらに「教育指数」や「育児

指数」。そしてトータルな｢安心指数｣。

職場や、地域、家庭、学校等の生活している場所の現状と将来を見出す力を

私たち自身が作り出すことが必要なのだ。労働組合はこのこの｢指数｣作りの

頼りになる助言者ではないだろうか。もっとも、まず、わが「組合指数」か

らはじめなければならないかもしれないが。

これらの指数のユニークなところは、この社会の向かう先について、希望が

入るというところにある。希望する社会に向かって、もやもやを少しずつで

も晴らしていけるかもしれないのだ。

さて、わが連合総研でも、勤労者の立場にたった生活の目安となる指標を模

索中である。勤労者の生活の実態を正確に反映するとともに、21世紀の福祉

経済社会に向かって、勤労者の生活向上に向けた政策に役立つものを作りた

いと思っている。
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参考；韓国中央日報ホームページ

http://japanese.joins.com
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寄 稿

世紀末総選挙における国民の選択

北海道大学教授 山口二郎

今回の総選挙は論評しにくいものである。与党は大幅議席減のもとで安定多数を維持した。勝利なのか

敗北なのかわからない。また、この程度の議席増で民主党の躍進を祝うというのは、この党を甘やかす

もとになる。この結果は、代わりそうで変わりきれない日本の政党政治の現状を端的に物語っている。

選挙戦の中ではどの候補者も21世紀という言葉を叫んでいた。確かに、20世紀の日本政治を支えた前提

条件は崩れつつある。まず、右肩上がりの経済成長は終わりを告げ、利益誘導をしようにも原資はなく

なっている。借金にも当然限界がある。また、政治家が地域有権者に対して威光を振るえたのは、補助

金、許認可などで官僚が社会をコントロールし、そこに口利きをしたからであるが、そうした官僚支配

も崩れつつある。さらに、利益団体や後援会のメンバーが組織の方針に従順に投票するという上意下達

の文化も過去のものとなりつつある。

こうした時代の変わり目において、政党は生き残りを図るために、古い仕組みに見切りをつけて新しい

方法を考え出すか、あくまで残っている従来の仕組みに固執して少しでも長く延命の道をたどるのかと

いう選択を迫られる。今回の総選挙を見て真っ先に感じたのは、その意味における政党の生命力の衰弱

である。

選挙の直前、小渕、梶山、竹下といったかつての経世会の大物政治家が相次いで世を去り、政界におけ

る世代の入れ替わりを印象付けた。まさに、自民党にとって選挙戦は弔いの宴となった。しかし、弔い

を出す跡継ぎたちは先代の政治家よりも古い方法にしがみついていた。財政赤字の拡大による景気対策

という名の利益分配、創価学会という今時珍しい強固な組織を利用した集票活動、朝鮮半島でさえ平和

http://www.rengo-soken.or.jp/index.htm
http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no141/dio.htm
http://www.rengo-soken.or.jp/dio/menu.htm


寄稿

http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no141/kikou.htm[2008/10/03 13:58:07]

共存へ向かう努力が行われている時代に展開された反共と体制選択論を前面に出したネガティブ・キャ

ンペーンなど、自民党の選挙戦は20世紀最後の宴であった。戦後の自民党には、安保騒動の後に高度成

長、田中金権政治の後に三木クリーン政治などいくつかの路線転換が見られる。単に古い方法にしがみ

ついていては権力を維持できないという感覚が前の世代にはあった。その意味で、危機感の消滅こそ自

民党にとっての最大の危機である。

これに対して、野党も政党政治の新機軸を打ち出すことはできなかった。最初のうち、民主党はあえて

「苦い薬」を提起して、選挙における政策論争の刷新を図った。しかし、苦い薬の必要性を説明する知

的な構えも、それを押し通す度胸も十分ではなかった。課税最低限の引き下げが弱い者いじめだと批判

されると、児童手当の増額で穴埋めすることを訴え、この提案が苦い薬なのか飴なのか分からなくなっ

た。また、環境税の構想も党内に巣食う既得権の抵抗の中でいつのまにか立ち消えになった。スローガ

ンが様々な抵抗に会いながら現実的な政策提言に鍛えられる様子を見なければ、人々は変化に対して期

待することはできない。敵失による追い風で議席を増やすという意味で、民主党にも生命力は欠けてい

る。政権の選択肢を持たない日本人の不幸は、今回の選挙でいやというほど感じられた。

財政状況が窮迫化する中、日本に残された時間はそう長くはない。この選挙結果を見る限り、自民党は

安定多数の上にあぐらをかき、自公連立という泥舟の漂流はさらに2、3年続きそうである。自民党の勝

利をもたらした原動力が、公共事業依存度の高い北信越や中四国の小選挙区だったことを考えれば、こ

の政権の中で構造改革に取り組む力が沸いてくるはずはない。だとすれば、21世紀初頭の政党政治には

どのようなシナリオがあるのだろうか。

20世紀の遺物である自公連立政権を倒すのは、野党ではなく財政破綻であろう。そのような外的ショッ

クに襲われたときに政党政治はどう対応するのか。1つの可能性は政党が統治能力を失い、あてどもない

制度改革と再編の模索が続くというものである。政党政治への幻滅は容易に首相公選論に結びつく。し

かし、その種の制度改革は指導力の源泉を提供するよりも、デマゴーグに活躍の舞台を与えるだけに終

わるであろう。政党不信の文脈において、制度改革論議が憲法改正に及ぶとすれば、その害悪は計り知

れない。もう1つの望ましいシナリオは、政党、特に野党が21世紀型の政治システムへの転換作業を引き

受けるというものである。

この点で民主党の課題は大きい。都市部における自民党の惨敗、ベテラン大物議員の落選という今回の

選挙結果によって、民主党の取るべき戦略ははっきりしたはずである。まず、民主党は地域戦略を持た
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なければならない。利益誘導がものを言う地方の選挙区は自民党のものである。むしろ民主党は徹底的

に都市型選挙区を制圧する戦略を持つべきである。次に、世代戦略を持たなければならない。つまり、

都市の多数派をしめる50代半ば以下の働く市民の利益を代表することを目指すべきである。また、今ま

での政治の中でほとんど無視されてきた働く女性の利益を代表することで、女性の支持を獲得すること

も必要である。そして、言うまでもなく政策戦略が必要である。その柱は、21世紀の高齢社会を支える

制度的インフラの整備である。その中で「苦い薬」の中身を吟味し、それを飲むことについて国民を説

得する作業が不可欠である。

こうした野党の戦略構築において、労働組合の果たすべき役割も大きい。労組は個々の企業や業界の労

働側の代表組織ではなく、働く市民の代表組織となるべきである。いまどき、階級という言葉は流行ら

ない。しかし、税制、社会保障、経済構造改革などのマクロ的な争点に対して働く市民の利益を代表さ

せることの意義はきわめて大きい。労組自体がこれらの争点についてマクロ的視点からの主張を行い、

野党の政策論議に貢献することが望まれる。いずれにしても、2000年代の初頭こそ日本政治を転換する

最後の機会となるであろう。
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研究委員会報告

『新福祉経済社会の構築』

新福祉経済社会研究委員会報告書

経過

連合総研は、1995年、『福祉経済社会への選択』（宮沢健一 一橋大学名誉教授・連合総研）を公表

し、21世紀を目前にした経済と社会の関わり方を基本的に問い直す作業を行ってきた。

そこでは、「21世紀日本・市場と連帯の社会システム」としてとらえ、福祉と経済の間には相互補完的

な関係を保持しうるバランスが存在しうるとし、それを福祉経済社会として提唱した。そしてその柱と

して、国家の重要な役割として、完全雇用政策の堅持、通貨価値の安定、個人の機会均等の確保、を取

り上げるとともに、市場の活用をも位置付けてきた。そして、社会保障制度をリスクや不確実性の社会

的吸収・処理としての連帯としてとらえ、経済的インフラと社会的インフラの構築が必要であることを

主張してきた。同時に、制度を支える公的負担のあり方についても連帯の理念に基づく選択と、そうし

た制度の柔軟性を担保しておくことの重要性についても提起してきた。

しかし、バブル崩壊後、財政構造改革路線に基づく政策の失敗と、特に1997－98年の景気後退とその後

の不況は、我が国の社会保障制度に対する国民の不安を決定的にもたらすものであった。公的年金の削

減、健康保険料の自己負担率の引き上げなど社会保障制度をかつての救貧政策的なものに逆戻りさせる

動きが顕著に出てきたのである。

われわれは、こうした雇用、所得、社会保障全般にわたる国民生活への不安が我が国の経済社会の隅々

までに深刻な影響をもたらし、今日の出口の見えない危機感の原因となっているとの基本認識を訴え

た。

新福祉経済社会の構築
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こうした状況の中で、連合総研は再び21世紀の社会保障政策として今こそ何が求められているのか、歴

史を逆戻りさせるのではなく、21世紀にふさわしい持続可能な社会保障制度とは何かについて、福祉経

済社会の構築の観点から取り組むこととした。

そのため1997年に正村公宏専修大学教授を主査とする「新福祉経済社会研究委員会」を組織し、社会保

障改革の基本方向性についてさまざまの専門家による討議を行ってきた。そこでの基本的な視点は、今

日の危機が福祉の過剰にあるのではなく、改革を先送りしてきた福祉の不足が事態を深刻化させている

こと、そのためには持続可能な福祉社会のグランドデザインをもち、総合的な政策体系を着実に実施し

ていくことの必要性が力説されている。

第一編総論「福祉社会に向けての基本戦略」では、福祉の思想と保障の原理を再構築しなければならな

いこと、社会福祉事業の目的はすべての国民にたいする安心の給付であること、そして社会の再生産力

を量と質の両面で保証しなければならないこと、を力説し、日本の21世紀のナショナルゴールを指し示

す提言となっている。

第Ⅰ部では、社会保障改革を考えるうえで、枠組みとなる社会構造変動と社会システムについての考察

や、その改革を担う主体の問題、あるいは経済学上の考察軸に効率と公平だけでなく、第三の軸として

「安定」を取り入れるという提言、年金改革における経済学からの評価方法への接近など、改革の方法

論に重点をおいた考察を中心に編成した。

第Ⅱ部では、本書の特徴となると思われる持続可能な福祉社会構築のカギとなる雇用・就業との関係に

焦点をあてた。人口の年齢構成、就業者構成が変化しているとき、かつてのように労働力を男子青壮年

層中心に想定し、その前提のうえで社会保障の将来像をえがくことは現実的ではなく、制度の持続可能

性も狭めることにもなる。女性の就業や高齢者の就業を可能にする社会・生活システムの形成が、持続

可能な福祉社会構築の核心部分のひとつである。日本のパート・タイマーが欧米諸国にくらべて、より

劣悪な条件での就業となっている現実とその解決策についても考察を加えた。社会保障改革は労働の分

野の改革、日本社会のライフスタイル全体の改革を不可欠の要件としていることが明らかとなった。

さらに第Ⅲ部では、日本より先に社会保障制度を発達させた国ぐにが、1980年代以来の低成長やインフ

レのなかで、いかに社会保障制度を再構築してきたかについて、二つの論稿で考察している。

連合は21世紀の進路として「労働を中心とする福祉型社会」をめざすとの方針をだしている。残念なが

ら日本の福祉構築の現状は、持続可能な福祉の再構築というよりも、当面の財政対策としての福祉後退

がめだつ。そのため、まずは福祉擁護の視点からの対抗的うごきが先行せざるをえないようにみえる。

しかし、視野を21世紀において、中長期的視点から日本社会をかたちづくろうとするためには、合理性
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があり明確かつ長期的な展望にたった福祉ビジョンと、それにもとづく福祉再構築の設計が求められ

る。本書がその一助になればと願うものである。

（溝口）

http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no136/dio.htm
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